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（◆NPO部会幹事 ◇NPO団体 ■事務局） 
 

平成 22年度 NPOと行政の協働会議 
新しい公共事業についての意見交換会（議事録案） 

 
日時：平成 23年 1月 6日（木）13:30～15:30 
場所：ひょうごボランタリープラザ セミナー室 
出席者：【NPO幹事】河口、黒田（司会）、田中、中村、野崎、前川、山崎 
    【NPO 団体】（特）市民活動センター神戸、（特）しゃらく、（特）宝塚 NPO セン

ター、Vo.信愛、（特）兵庫県腎友会、（特）兵庫県技術士会、（特）市民事務局かわ
にし、（特）しみん基金 KOBE、（特）ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸、（特）神戸まちづく
り研究所、（特）フードバンク関西、（特）シーズ加古川、篠山市民プラザ 

計 24名 
事務局：高橋、是川、多田、野倉、秋澤、北村（議事録） 
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 1名 

（敬称略） 
 
■ 今日は新しい公共事業の意見交換会ということで、行政の方は予算の関係でどうして

も来られないため、ひょうごボランタリープラザが中間的な立場で出席している。これ

から説明や意見交換会があるが、行政が来ていないため、皆さんの意見に一つ一つ答え

ることはできないが、箇条書きにしてプラザの意見も加え県庁にすぐ届けたいと思う。

この事業に対する皆さんの取り組みの意欲を見せていきたいと思う。 
◆ 本日は新しい公共事業の意見交換会ということで、限られた時間の中で、皆さんが日

頃思っておられること、また今後どのようにすればいいのかということのご意見を伺い

たい。まずは、私がこの新しい公共事業について一番詳しいと思う実吉さんより２０分

ほど説明していただき、その後に皆さんより意見を伺いたい。その前に実吉さんのお話

に対して何か分からない点があれば、実吉さんに説明を加えていただく。今日は NPOの
会のため、それ以外の行政はどうなっているかということについては、事務局が議事録

を通じて行政側の地域協働課に伝えることとする。いつかは地域協働課とタイアップし

て、色々と意見交換を行うことになると思っている。皆さんが個々に思っていることや、

協働でやることなど色々あると思うが、今日は抽象論ではなく、具体的にどうしたらい

いのかという具現化したものを言っていただいた方が、より行政側とタイアップができ

るのではないかと思う。今日はまとめることはしないので、皆さんの意見をそのまま行

政側に持って行く。 
◇ つい数十分前に事務局よりお願いされ、急遽説明することになった。先程、必要な資

料の用意をお願いしたところである。この事業が内閣府の中で生まれ始めた頃から HP
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にアクセスしたり、全国の仲間と提言を練って３～４回ほど出したり、１月４日までの

パブリックコメントについても、全国でネットワークを組んだりしてきた。そういう形

で関わってきたので、今回説明を引き受けることにした。今日の資料は全てインターネ

ットにおいて、内閣府の新しい公共支援事業運営会議の HP でダウンロードできるもの
である。 
   【説明資料】「新しい公共支援事業運営会議の開催について」 
         「新しい公共支援事業の実施の流れ」 
         「新しい公共の自立的な発展の促進のための環境整備」 
         「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン（案）の概要」 
         「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン（案）」 
         「新しい公共支援事業交付金の配分基準について」 計６点 
   資料の実施の流れにもある通り、１０月頃に説明会が始まり、１２月１６日に第１

回の運営会議があった。第２回は１月２０日に開催されるようである。それで終わら

なければ、２月の頭に第３回があるようである。この１２月１６日の運営会議情報が

HPにあるので、そこに全ての情報が載っている。１４０分の動画で全てを見ることも
可能である。兵庫県からは梅谷局長が入っておられる。完全にフルオープンでやろう

という趣旨がある。今から話すことも、８割方は HP に載っている公開情報の説明と
なる。私は内閣府の人間でも、兵庫県の人間でもないが、質疑の中で内閣府の側的な

説明をやらざるを得ないとは思うが、あくまで民間の立場として関わっていることを

理解願いたい。本当はガイドラインで説明するのが一番いいが、今回の説明時間が２

０分なので、掻い摘んで概略だけ説明したい。まずはここの資料にない話を最初にす

る。鳩山前首相の時に、新しい公共の円卓会議があったかと思う。６月の鳩山前首相

が退陣した日に、最後の円卓会議が開催され、そこで宣言が出された。一昨年の円卓

会議からずっと議論されてきた中で、こういう新しい公共を支える事業がもっと必要

だと。一つの具体的な例として、京都地域創造基金という公益財団法人があり、京都

NPO センターから分かれてできている。そこが新しい寄附の集め方、それを NPO や
団体に助成するというのに取り組んでいる。それが非常に先駆的で、もっと広げては

どうかという議論が、結構強くあった。そういうのが大きな後押しになってこれがで

てきた。前の円卓会議の時代には、社会的企業、ソーシャルビジネスやコミュニティ

ビジネスなど、ビジネス性の高いものがこれから大事だという議論が非常に強かった。

去年の今頃、今年度の事業として７０億円というかなり大きな額が、内閣府だったと

思うが事業化された。事業性の高いものの支援は以前から経産省がやっていたし、内

閣府も円卓会議の中ではその議論が強かった。それに対する批判もあって、事業化で

きない活動も沢山あり、事業化できないが公益性の高いもの、例えば DV の被害者を
支援するとか、電話でサポートするとかお金の取りようがないもの、そういったもの

をもっと社会が支える仕組みが必要なのではないかということがあった。その中で市
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民がもっと NPOや公共的な活動を寄附やボランティアで支えて、資金や資源の循環を
社会の中でつくっていかないといけない。そういう議論が背景にあって、今回これが

出来てきた。これも今日の資料にはないが、新しい公共という言葉だけ共通していて

色んなものがある。先程の６月に終わった円卓会議の後継組織として、新しい公共推

進会議があり、そちらでもこれと似たような議論がされている。そのあたりを混同し

ないように気をつけたい。例えば早瀬さんは両方に入っているのでややこしい。その

上で今回の支援事業の方は、もう一度カレンダーを見てもらうと、確か 9 月ぐらいに
は HP に出ていた。今から１分程は私個人の意見となるが、趣旨はとてもいいが方法
としてはちょっとまずいのではないかと思った。それを多くの人が同様に思い、仲間

で動いて１０月ぐらいから色々提言してきた。今日の資料にある「新しい公共の自立

的な発展の促進のための環境整備」は、一番簡単なこの事業の仕組みの説明である。

右側の図は当初案からかなり書き換えられたもので、左下に国、右下に都道府県、国

の上に新しい公共支援事業運営会議があり、国から都道府県に交付金が配られる。総

額８７．５億で、正確に言うとこの内の８６億。１．５億は別の使い方に使われる。

８６億円が４７都道府県に配られる。配分基準はあとで詳しく説明する。兵庫県の場

合は多分２．５億円ぐらいになりそうな感じである。最初話があった時は、来年度か

らの事業として、平成２３年度からの３年間を考えていた。３年でも短いが３年なら

何とかいいかなと議論していたら、政治の力が働いて早くやれということになった。

内閣府はあまりしたくなかったが、今年度の補正予算に入ってしまった。そのため国

から都道府県への交付金は今年度中に渡される。国から兵庫県に２．５～２．６億円

ほど渡される。実質的には平成２３年と２４年の２年間でこの事業をする。図の黒い

矢印を見ると、地域の NPO等と新しい公共の担い手を支援する。そこに市民や民間事
業者等が寄附をしたり参加したりしてそれを支える。先程私が申し上げた循環をつく

るということ。各県ごとに２年間この事業の仕組みを管理するというか運営していく

のが、運営委員会というものである。これが各県ごとにできていく。簡単に言うとそ

ういう仕組みになっている。運営会議は全国に一つだけできて、資料の「新しい公共

支援事業運営会議の開催について」を見ると、その趣旨や活動内容が書かれている。

裏面にはメンバーが書かれており、兵庫県からは梅谷局長、自治体からはもう一人山

形県の方。NPOからは神奈川県の子育て系NPO法人であるびーのびーのの奥山さん、
大阪ボランティア協会の早瀬さん。専門家として公認会計士の方と、金融の専門家と

して法橋さん。あと学識ということで２名が就任されている。表面の活動内容では、

ガイドラインの作成や見直し、事業実施期間全体を通じとあるように、２年間スーパ

ーバイザー的に見ていくという感じのこと、あとは配分基準の検討が書かれてある。

そういう国全体の運営会議と各都道府県の運営委員会が運営にあたる。それでは何を

するかという話については、ガイドラインの概要を見てほしい。２頁の支援事業の内

容には７つが書かれてある。最後は事務のため実質的には６つ。最初の２つが融資に
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関係するもの。先程も申し上げたが、社会的企業、ビジネス性の高いものへの支援は

まだかなり残っている感じである。融資を借りてそれを稼いでしっかりと返すという

事業的なものをもっと促進する必要がある。というので、融資については利子補給を

２年間だけやりましょうというもの。私は大反対したが、結果的に入っている。融資

については、事業計画を立てたり、融資するに至る銀行等の金融機関に行くまでの道

のりが長いので、それをサポートしようとしたりするのが（２）。次の（３）（４）が

一つの目玉であるが、中間支援的な活動だが、NPO 等の活動基盤整備のための事業、
寄附をもっと集めるための事業。NPO が寄附を集める情報発信やメッセージの発信、
広報をどうするか、その集める力を高めましょうということの支援が（４）。市町村レ

ベルに関係するのが（５）。ガイドライン本文の１２頁の７－５を見ると、かなり何で

もありなんだなという感じがする。一つ条件としてあるのが、マルチステークホルダ

ー、NPO だけや行政と NPO だけでなく、多様な担い手として NPO 等、企業、行政
を必ず含んで５者以上で行う。あとは協働組合とか、労働組合とか、金融機関とか、

そういう所と広い連携でやって下さいというもの。１３頁の７－５－２のオに書かれ

てある「内閣府が推進する社会的責任に関する円卓会議」というのが２年ぐらい前か

らあって、そこの議論をこれは受けている。市町を絡めてできるのが、この（５）と

（６）の２つ事業内容だけである。兵庫県というレベルでやるよりは、例えば芦屋市

とか神戸市とか、もう少し小さいエリアでやりたいという時は、その自治体と話し合

いをして、（５）や（６）でこんな提案をしましょうということをやる必要が出てくる。

続きで次の事業を見ると、７－６がまたよく訳が分からない。これについては、具体

的な事業内容や事業スキーム等は調整中と書かれてある。今 HP にはもう少し詳しい
情報が載っている。よく分からないが、これだけが特出で１．５億円とってあり、最

大５千万円なので、一番少なければ全国で３件のみとなる。もう内閣府が何か具体的

なイメージを持っているのではないかという感じである。各都道府県からは最大１件

のみで、確か今日が〆切だったと思う。県の地域協働課から県内の全市町に、各市町

でこの（５）（６）で何かやりたいことがないか照会している。もっと具体的にイメー

ジできるのは７－５の方がイメージしやすく、ここなら何でも入る感じである。とい

う以上６種類が、この事業の大きな分類となる。事業の内容としてはこの６種類、そ

して２年間。厳密に言うと、各都道府県にお金が国から配分されて基金ができ、その

基金が設置されてちょうど２年以内。３月３１日に兵庫県に基金が設置されれば、３

月３０日が終期となる。もっと早く２月中に基金ができれば、２年後の２月に終わら

ないといけない。ガイドラインの概要の１頁に戻り、事業の趣旨ではこの支援事業で

新しい公共、行政が今まで抱えてきたものではない、NPOだけではない、地縁組織も
含めて、あるいは社会福祉法人とか公益法人とか法人格も全然拘らない、そういうと

ころが新たな担い手として自立的にやっていくのを後押しする。次の基本コンセプト

の（１）に３原則とあって、①の最後には２年間だけとある。最初３年間だったのが、
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財務省に早く結果を出せと言われて縮められ、２年間となった。自立が求められてい

る。そこに対する批判はあり得ると思われる。３年目以降は自立できるように、先程

の趣旨にもある通り、NPO等にとっては寄附や融資を受けやすい環境が整備され、ボ
ランティアネットワークや情報などの人的・技術的な活動基盤の整備が進み、NPO等
の活動が自立していき、これにより公的な財やサービスの効率的な提供と、地域にお

ける雇用や参加の場の拡大に資するとある。これがこの事業の一番大きな趣旨である。

次に３原則の②では、開かれた多様なメンバーによる運営委員会で各県ごとにやって

下さいとのこと。③では、国の運営会議でもそうであるが、とにかく透明性を確保し

て、情報開示を大事にして、市民から監視や評価を受けるようにとある。これが３原

則である。さらにもう少し具体的な考え方が、次の（２）に書かれてある。既存の中

間支援組織や市民ファンド等としっかり協調、連携してやる。それと一過性のイベン

トよりは、２年終わった将来にもちゃんと継続、発展することが可能な人材や仕組み

を作る。次の３番目については少し説明がいる。全国共通の情報基盤については、今

内閣府もデータベースを持っており、全国レベルで言うと日本 NPOセンターというと
ころが NPO ヒロバという全 NPO 法人のデータベースを持っている。日本財団が
CANPANというデータベースというか、情報開示のプラットホームを持っている。そ
れから各自治体のものがあり、兵庫県でもネットで情報開示をしている。濫立気味な

ので、ちょっと調整しないといけない。見る市民の側も、濫立してどこを見たらいい

か分からない。もう一人の当事者である NPOもあちこち更新しないといけない。多く
が自主更新なので、やってられないということになる。整理しようという動きが、先

程も出た新しい公共推進会議でようやく今始まりつつある。これは今年度中に一定の

結論がでる予定である。３頁の７にある情報開示というところで、（１）に標準フォー

マットを用いた団体情報の開示を義務付けるとある。先程の基本コンセプトの（２）

の３つ目にあった。そのあたりの議論が１月～３月中に進んで、全国の標準フォーマ

ットが作られる予定である。そういうのを使って、NPOの情報開示をもっと進めてい
こうというのがこの事業全体の思想としてある。それから去年できた会計基準、ここ

では固有名詞である民間主体で作った NPO法人会計基準とある。兵庫県ではボラプラ
や、シーズ加古川さん、NPO会計支援センターさん、市民活動センター神戸といった
ところがネットワークを組み、１年半ぐらいかけて作った。それを積極的に普及させ

ていこうというのが一つの基本に入っている。次に（３）の４つ目では、NPOだけで
はなく地域の企業や行政との連携を大事にやっていこうとある。それのさらに発展し

た形で、５つ目にマルチステークホルダーと書かれてある。もっと沢山の３者以上の

関係者が一緒にやっていく仕組みでやろうというもの。このあたりが基本的な考え方

となる。次の４は支援事業の対象者についてであるが、対象は広く、法人格は任意団

体でも何でもいいとある。ただ、新しい公共の趣旨に合致する活動を行う組織、団体

等を対象とするとある。詳しくガイドラインには書かれており、それなりに高いもの
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が求められている。先程の情報開示であるとか、市民が主体で運営するとか。公益法

人なら何でもいいのか、社会福祉法人であれば何でもいいのか、NPO法人であれば何
でもいいのかと言うとそうではない。市民が主体的に自発的にやっているところを支

援しましょうというもの。次の６の運営委員会については、これが各県にできること

となる。兵庫県でも恐らく４月以降となると思うができる予定である。メンバーはガ

イドライン本文の１４頁と１５頁に載っている。学識経験者や専門家などといった各

関係者から１名以上とか、NPOと一般市民については公募しなさいとかといったこと
が書かれてある。これについても８－３－３で透明性の確保が書かれている。ざっと

これが２年間運営していく仕組み。最後の７は、情報開示や成果の公表などが載って

いる。今ガイドラインを国全体の運営会議が作っている。助成金交付要綱で各都道府

県に交付金が交付され、兵庫県が２．５億円ほど受け取って、それを使うためのガイ

ドラインとなる。カレンダーでは、今月中か２月入ってすぐに、あと１回か２回の会

議で定まることとなっている。恐らく兵庫県としては、来年度の予算、この２月３月

の議会にその２．５億円の使い方を粗々でも出さないといけないので、もの凄く時間

がない。ガイドラインが確定するのを待っていられないので、市町に照会を出して、

各市町から色々な事業案が出てくるようにしている。その上で事業内容の（５）（６）

ではこれぐらい予算、では（１）～（４）ではこれぐらいの配分だということを、今

から２～３週間、１月の中下旬で決めてしまうようなスケジュールだと多分思う。資

料の「新しい公共支援事業交付金の配分基準について」はお金の配分基準について書

かれてあり、全国の８６億円について半分は均等割、残り半分を NPO法人や公益法人
等の数に応じて比例配分するとある。大体兵庫県は予想した額で、NPO法人の数だけ
でいくと２．６億円になるが、公益法人があまり多くないので２．５億円前後かなと

思う。ひとまず説明は以上として、あとは質問の中で話していく。 
◆ 質問であるが、ガイドラインの中に各都道府県で運営委員会を設置するとあるが、こ

れはいつ頃にスタートするのか。提案するにしても、今は受け皿となる運営委員会がな

い状態である。 
◇ 運用的にはすぐに作ってもいいが、謝金や交通費などお金を出すことがあるので、基

金が各県にできてからとなる。運営委員会とはあくまで諮問機関であり、ガイドライン

の８－１－３においても、あくまで主語は都道府県となっており、都道府県は運営委員

会の決定等を最大限に尊重すると書いてある。答申を出し、それを最大限尊重するとい

うもの。 
◆ 総額２．５億円ということで、県と県内の市町との配分をどのようにするのか。その

あたりがよく分からないが、これは概算として半分ぐらいを県、半分ぐらいを市町で

分けるなどというものがガイドラインに出ているのか。また、その配分はざっと言う

とどうなのか。 
■ 国のガイドラインには示されていない。２．５億を少し超えるぐらいで、１年で１．
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３億円ぐらいだと思う。それを市町分と NPOを対象とした分にどの比率で分けるかにつ
いては、市町の反響も見て、その配分を変えていくものと思う。ボランタリープラザで

も基金事業をしているので、それを目安に大体の配分は考えていると思われる。 
◇ 市町が使えるのは、支援事業の⑤⑥であり、ガイドラインの７－５－４には⑤につい

て全部の中の１／３または１／２以内とある。ここにある（P）は意味が分からない。最
終的に１／３になるのか１／２になるのか、あるいは今回のパブリックコメントを経て、

もっと大きくしろという意見が強かったのか、もっと小さくしろという意見が強かった

のか、それによって１月２０日の運営会議で多分このあたりが決まってくるだろう。 
◇ この前の１２月の説明でも参加して質問させていただいたのは、やはり各市町も関わ

ってくるが、果たしてそこに今どれだけ情報がいっているかということである。ほとん

ど行っていないとの回答だった。私たちもかなり地域に密着して活動しているが、市が

どういう考えを持ってこれに取り組んでいくかというのはもの凄く大きな問題である。

それにも関わらず、場当たり的と言ってはいけないが、こんな短期間でそんな中身のあ

ることを考えられるのかということが凄く気になる。そのあたりをやっぱり普段から地

域の実情を一番よく知っている中間支援とかの意見をできるだけ反映させてほしい。そ

うしないと本当にもったいないという気がしている。もう一つ、前の話し合いのグルー

プで出た話として、私たちも中間支援だが、なかなかこのような場に出てくる機会がな

い。こういう大きなネットワークがなかなかないので、NPOサミットみたいなものがあ
ればいいと思う。何かあった時にすぐに機能できるような連絡体があればいいのではな

いか。お互いの顔も見えていて、意見が出し合っていて集約しやすいような、そういう

ことにこのような県全体のものが使えるのだったら、２年間経った後でも確実に残って、

機能できるものが残せるのではないか。そういう事務局費にも使っていけるのではない

かと思う。 
◇ ガイドラインの１２頁を見ていて、事業の提案をすることになっているが、私たちも

今まで色々な提案をしている。元々NPOというのは行政の仕事の半分を持つ。細かいこ
とをやるのに、行政の代わりに NPOがやってはどうかという話があったと思う。大抵見
ていると、どうでもいいことは来るが、絶対必要なものは行政も放さない。本当にやる

なら、その行政の予算を削って任すということをしなければならない。もったいない。

私たちも適当にしてしまおうかということになってしまう。本当にやれと言われれば、

一所懸命やる。頼んだらもっと安くなり、半分以下で済むこともあるかもしれない。肝

心なことは行政でやる、どうでもいいことは NPOということになってしまっている。そ
ういうところが一番大事で、一度行政に頼んでほしい。本当にそういう事をやる気があ

るのか。技術士会は元々中小企業の支援を行っているが、やりたいと思っているのは学

生のインターンシップ活動の支援で、中小企業にもお願いしたいと考えている。その他

には子ども関係の事業もある。はっきりしたことは言えないが、そういったものを提案

したいと考えている。 
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◇ これに出席させていただいたのが初めてなので、ちょっと訳が分からない部分がある

が、ガイドライン５頁の支援事業の実施について、６－５－１の③④のみ、当団体では

当てはまるかなと思う。現実に企業から無償でいただいて、無償で提供しているので、

お金という流れは全くない。前年度も若干やったが、今年度から爆発的に増えている生

活保護世帯のセーフティネットで、申請から支給までの繋ぎをやりたいと思っているの

だが、西成についで尼崎でそういった方が多いということで、これが本格的に稼働し出

すとどういう風な状態になるのか、提供企業も増えるが、提供を受ける側も増える。そ

うするとコストが上がる、事務の繁雑さ、それを処理するコストが足りないということ

で、尼崎市とは今話が前向きに進んでいるが、お互いそのところの手の内をまだ読み切

れていないかなという風な状態なので、皆さんの意見を参考にさせていただいて、何か

いい方法があればということで今日は参加させてもらった。 
◇ ７月に立ち上がったばかりの中間支援をする団体である。新しく立ち上がったばかり

なので、どのような会にも参加し、色々な意見を聞かせてもらいたいと考えており、今

日はこちらに勉強として参加させていただいた。 
◇ ガイドラインを読んで、また新しいことをしなければならないのかと少し武者震いし

ているところもある。様々な市町村や県の方々の施策で生まれてきた地域での拠点で、

行政の方々にも随分支援していただきながら、地域の方が頑張ってきている拠点という

のが沢山生まれてきている。ただどうしても行政にご支援していただいている関係で、

ここまでよというような期限がどうしてもある。次のステップというところのものに対

して、どんな風にやっていけばいいのかなというのを、じっくりと時間をかけて中間支

援としてやっていかなければならないなということを思いながらこのガイドラインを読

むと、新しくないよなというみたいな印象になる。あれ使えないのかなみたいなところ

を少し思っている。書類上のテクニック以外のところの、本当に使えるのかなみたいな

ところを知りたいなと思いながら参加している。 
◇ 私も新しい公共の話は、円卓会議の頃からフォローして資料にも目を通してきた。い

きなり補正予算にあがったところから、びっくりしてしっかりと読み込んできた感じで

ある。円卓会議から見ていて、新しい公共の場づくりのためのモデル事業が一番大切な

のかなと思っている。ここで言っているマルチステークホルダー・プロセスという話は、

社会的責任に関する円卓会議でずっとやっている形式で、これを地域でも展開していく

べきではないかと思っていたので、これを機会に行政も変わっていかなければいけない

し、NPOの方も変わっていかなければいけない。企業も変わっていかなければいけない、
皆で一緒に社会をつくっていくんだという風な場をつくっていくことが一番大切なので

はないかと思っている。 
◇ 結局は新しい助成金の一つではなくて、この頃協働から総働とも言われるように、行

政と NPOとの協働というような一部分ではなくて、全部一抱えでやらなければならない
時代になってきたと思う。同じようなものが沢山ありすぎて、そういうので使われるの
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は勿体ないと思っている。今から本当に必要なものは何かとか、オールミックスの場と

いうか、そういう場づくりをもって、枠組みも従来の助成金みたいな形ではなくて、も

う少し総合的なと言えば少し堅いが、どうしたらいいのだろうかというような場が作れ

れば、これは意味があるのではないかと思う。今の現場の NPOで、事業計画を支援しま
すというような段階で使われると勿体ない気がする。 
◇ ガイドラインを見るのは２回目になるが、気になっている点が１点ある。６－７の支

援事業の委託についてであるが、中間支援組織等に対してこの運営を委託できるとある。

それを踏まえ６－７－４を読むと委託に係る適正な支払い方法があり、その中で「管理

費は適切に計上することとする」とある。考え方によっては、私たち民間の中間支援組

織にとってはとても有り難いことである。一方で考えられることとしては、委託された

中間支援組織というのが自分のところの管理費に使ってしまって、肝心の NPOに回って
こないというリスクがあるのではないかと感じた。 
◆ 色んな見方があるだろうが、NPO業界の発展のために、できるだけばらまきを止めて、
基盤整備のためにこういうお金が使えるという形になれば非常に有り難いと思う。支援

事業の内容で言うと特に③と④に力を入れたお金の使い方ができないかなと思っている。

中に書いてある通り、会計基準の普及や NPOの情報公開の精度を上げていくための基盤
整備とかも必要だと思う。それに絡んで４８所轄庁の NPO法人設立の手引き書を集めて
みたが、埼玉県のものが群を抜いてよくできている。見やすくて読みやすい、中身も充

実していることが改めて分かったりして、会計基準の普及も含めて、NPOの情報開示の
精度を上げていくというところでの手引き書のあり方みたいなことはとても重要なポイ

ントだと思っている。兵庫県の場合、中の下くらいの出来かなと思う。４８所轄庁で温

度差があることが分かったというのが一点である。それから中間支援をやっていて、ど

うしても兵庫県の中の空白地域での中間支援のあり方みたいなのがあると、もっと NPO
自体のクオリティも上がってくるし、中間支援自体のクオリティも上げていかないと時

代の変化のスピードについていけないところがあるかと思う。そのあたりにも多少予算

がほしいところである。もう一つ、新しい公共の担い手ということで言うと、NPO法人
なども多く指定管理や委託、補助などを受けていると思うが、まだまだ言語が、出して

いる行政と受けている NPOの中で、どっちもどっちも、どちらかと言えば NPOが無知
な故に、恥ずかしいことをやっているということが非常に多いので、そのあたりの言葉

の擦り合わせみたいなものがもう少し出来ていくと、クオリティが上がっていくと、こ

れは行政を含めてであるが、とにかく NPO業界全体のクオリティを上げていくところに
集中して予算を使えればいいかなと思う。ばらまきと特定の所にどかんといくようなこ

とがないようにしたい。 
◆ 支援事業の①～⑥の内、①②はもう兵庫県ではあまりニーズがない。ニーズがないと

ころにはほどほどにしながら、③④が重点的になっていくかと思う。特に③については、

この協働会議で１０年経ってどうだったのか、この先１０年どうしようかという議論を
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１年近く重ねてきた中で出されている、中間支援がまだまだ未発達、未成熟な所におけ

る問題もあるかと思う。基盤整備ということで、やはり中間支援が県民局単位内に一つ

ずつあって、そこの中で NPOが起業できたり、ネットワークができたり、という風に核
になっている。この事実は１０年間の積み上げというのは確かなものがあると思ってい

る。それをまだ充分でない所に広げていくということで、中間支援機能を広げながら、

そこを中心に行政との協働、そしてネットワークという風に広がると思う。県民局単位

での中間支援、そして協働会議の設置、このあたりが兵庫県における NPOの活動の基盤
強化に繋がる道の一つではないかと思う。これが基盤強化のあたりの非常に重点的にし

ていきたいということ。その設立、プロセス、そういったものをどんどん情報開示しな

がら、他の地域のモデルにできればと思う。④については、兵庫県の特出した１００億

という基金の中で、地域活動支援が行われていて、１．４億という年間の総額があり、

１億が地域団体、あと４千万ぐらいが NPO等に支援助成されている。それだけで充分に
NPO等に支援できるのかと言うと、量的にも質的にもまだ充分ではない感じがする。量
を増やしていくというのはこれからの仕事であるが、そこの量を増やす中に新しい市民

的なファンドとして、企業や個人、あとこれから予想される不動産の寄贈などが結構増

えている。ただそれは特別な能力がないと、それを基金にしたり、使ったりすることが

難しい。新しい受け皿が必ず必要だと思うので、新しい市民的なファンドの中で作って

いくということで、広域に対応したり、不動産を受け入れたり、プラザの基金では年１

～２回でチャンスが限られているため、今すぐこんなことがやりたいということに対し

て即応できれば。例えば高齢者の痛ましい事故が起こっているが、それに対してすぐに

何かしたいと言っても何の基金もない。そういう意味で即応性、広域性、あるいは必ず

しも県の政策にはマッチしないが色々な多様な価値としてあるべきだという所にはまた

別の基金を集めないと無理だと思う。市民に立脚した民間ベースのファンドを作ってい

くということを、この支援事業の④でぜひやっていきたい。 
◇ 難病患者や重度障害者の患者への支援活動をしている。初めてこのような会議に参加

し、何が何やらさっぱり分からない。これについて窓口はどこで聞いたらいいのかまた

教えてほしい。色々な事業をやっているが、その中で障害者の自立に向けた作業所を実

際運営している。それから難病患者の災害支援時の公共的な支援をどうしたらいいかも

考えている。それが実際この事業にあてはまるのかどうか一度担当に聞きたいと思って

いる。あと先程の説明の中で、この支援が２年とあったが、その後継続される場合にこ

の支援は続けて受けられるのか知りたい。２年間で必ず自立して下さいと言うのか、そ

れとも自立できなかったらもう少し考えるというものなのか。 
◆ １２月の大阪の説明会に参加し感じたことは、非常に NPO全体の底上げというか、２
年間経ってしっかりと NPOの地位も上がっていくことを目指すという割には、目新しさ
がない。先程も意見があったが、また新しいことをしなければならないのかというよう

なイメージ。新しい公共と言いながら、結局はお金が下りてくるというイメージでしか
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ないのではないか。国から県に下り、それが恐らく中間支援等に下りるようになると思

うが、例えばそれが支援事業の③や④なら、講座を開いたりすることになるだろう。そ

れを避けるには、逆に利用者にお金が渡る仕組みを考えるべきではないかと思い、大阪

でも意見を述べた。具体的にはバウチャー、要は使う側の NPOに相談券みたいな形で渡
し、それを自分が習いたい中間支援等に、またはこういったことをやってみたいという

所に持って行く形にすれば、使って初めて予算化されることになる。中間支援にとって

はしんどい部分もあるが、逆に言うと使い道が決まったお金ではなくて、実際に利用者

が持っているお金なので、例えば団体の人件費に使えるなど、利用者がどのように盛り

上げていくかということについて、１NPOの方にお金を回す。団体の運営資金ではなく
て、団体が向上していくように中間支援に相談したり啓発されるというようなバウチャ

ーというものを提案したい。 
◆ 今回の新しい公共の支援事業について思うのは、新しい公共の担い手は NPOに限らな
いということ。実は神戸市の都市問題研究所では、新しい公共の地域主体における展開

検討研究会がある。そこで昨年４月からずっと色々な議論をしている。そこは逆に NPO
はほとんど登場しない。地域組織ばっかり集めて新しい公共をどうするかについて議論

している。地域組織と NPOがいかにしたらうまく連携できるのかというところを、当団
体のテーマとしてもやってきたが、今回の支援事業についてもそこはやはり入れてほし

い。先程、総合的という言葉も出たが、そこに繋がるような基盤作りをしないと、NPO
の中間支援組織だけをいくら強化しても、そこと連携できなければ意味がない。そうい

う視点が非常に必要だと思う。これまでは組織と組織をどう連携するかと、組織中心の

考え方で物事が動いていたが、これからは活動とか場を中心として、発想をひっくり返

して、逆に組織は裏側に回すというような発想で物事をやっていく必要がある。そのよ

うな転換をするために、どのようなものになるか分からないが、例えば兵庫新しい公共

プラットホーム事業みたいなものが作れたら面白い。 
◆ 昨年この話を聞いたときに、始めはあまり必要ないのではないかと思い、内閣府の説

明の時にも意見した。ただそういうお金があるのなら、それに一旦乗っかって、色々と

アイデアを出して利用したらどうかという意見もあった。ここに至って予算化もされ、

具体的に話が進行していく中で、協働会議にとっても兵庫県全体の NPO にとっても、
色々と全体として知恵を出していく一つのきっかけにもなっている。今、県内の NPOも
色々と指定管理をやっている所や、緊急雇用で人を雇っている所もあるが、なかなか大

変だと思う。人を育てるということも大変だし、実際役所がやっていたような仕事に入

り込んできて色々と経験も積んで来て、大変だということも感じているはず。特に人を

育てるのに時間がかかるというのはそれぞれが感じていることである。また緊急雇用が

終わった時にその人材をどうするのかということも抱えている。今回の７つの案が出て

くる中で、一つは情報についてももっと丁寧に地域に伝えていくということも必要だし、

兵庫県では去年４月からやっと NPOの情報公開が始まったが、まだまだ地域レベルでも、
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例えば今日の交換会等も伝えていくことが必要である。そういうことを色々と議論しな

がら作っていければいい。 
◆ 私自身はまだこの事業を掴めていない。と言うのも、当初政府が独占してきたものを

民間でやるという趣旨からいくと、現在の社会課題を解決するための新しい事業という

よりは、2年間限定予算であることも考えると、従来行政がやっているものを今度は民間
がやるためのシステム作りとしてこの支援事業があるのではないか？実際の課題解決型

の募集も含めると、すでに各部門で募集されていたり、各部門から際限なくあると思う

ので、逆にこれだけの予算では何もできない。また、システム作りの事業ならば、もう

少し具体的に応募要項として出てこないと、やはり事業を理解しにくい。それとこの事

業が委託事業か補助事業なのか？補助事業の場合、例えば１／２補助とするならば、実

際どこから原資を持ってくるのか、そういった点を含めるとまだ判断できかねる。方向

性としては、新しい公共は絶対必要だと思う。もう少し本当の社会的な必要性を見てか

ら判断したい。あともう一つは、事業の中で新しい公共の場づくりのためのモデル事業

とあるが、実は「場」を作ってもうまくいかないこともある。本当は「場」に介在する

ネットワークが重要で、ネットワークがあれば色々と社会課題が解決できるだろう。ネ

ットワークを作って一旦構築できると、資金も含めてあらゆるものが地域で解決できる。

そういうネットワークをキーワードとして、行政や企業などあらゆるものがマルチ的に

できるネットワークをどう作るかが一つの大きな方向性としてあれば分かりやすい。 
◇ 遅れて来たのでまだ流れが掴めていない。言えるのは、とにかく新しいものが必要だ

という思いはある。団体的に新しいことをしたいと思っているので、新しい公共事業の

流れを掴みたく参加させていただいた。 
◇ 本日色んな視点から色んな意見が出たように、この事業には色んな物が乗る。こうじ

ゃなければならないというものがなく、色んなアプローチが可能である。その中でうち

がどのようなことがしたいかと言うと、やはり支援事業の④と若干③である。この１月

から NPOに関する税制が大きく変わる見込みである。昨年末の税制改正大綱で税額控除
が入った。まだ最終決定ではないが、恐らくいけそうな感じである。今年はその税額控

除。今はまだ寄附は集めていないが、事業収入が多いところにも３千円×１００口の寄

附を集めていれば、１／５というパブリックサポートテストなしでも、とることができ

る。これは事業型の NPOにとっては、かなり福音である。それも実現した。一年先にな
りそうだが、仮認定という仮免許みたいな制度も、これはこれから一年議論して作ろう

としている。ただ東京都はかなり反対しているようである。要するに税金を国なり自治

体なりに納めるか、フードバンク関西さんのような NPOに渡すか、市民が選ぶという議
題になってくる。そうなってくると、NPOが寄附を集めていないという言い訳がもうで
きなくなってくる。日本は寄附文化がない、寄附税制もない、認定 NPO法人になるのも
大変、そういった条件ががらっと変わってきている。２月３月にボラプラさんの助成で

講座をする予定だが、認定 NPO法人を取るのはそれ程大変ではない。既にかなりハード
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ルは下がっているが、それがもっと低くなる。逆に取ってしまったところからは、ブラ

ンドがインフレになるという意見があるかもしれない。そういう意味で、税政が市民の

活動を選ぶのか、公共とはあくまで御上だと、官が公共だというのを選ぶのか、それと

も民間がやっているのを公共だと選べるという制度にやはり社会はなってくる。革命的

な話だと思う。言いたかったことは、NPOがどれだけ情報開示をして、アカウンタビリ
ティをしっかりと持っているとか、市民にしっかりとメッセージを届けて、寄附を集め

る努力をしないといけない。その点では現状はとても寒い状況で、県庁に出す事業報告

書を見ても、数千万という事業規模でも２～３頁だったりして、それだと寄附を集めて

いますとは言えない。そういう意味で NPOの情報開示を進めて何とか後押しし、市民が
もっと NPOに参加したり支えたり、ボランティアとしての参加、寄附としての参加とい
うような新しい寄附の文化を作っていかないといけない。当団体も去年１０月に認定さ

れ、それを使って自身のファンドレイジングだけでなく、地域もまさに市民ファンド、

④の部分を進めていきたい。市民の方とお話していると、シーズ加古川もこつこつと活

動されており、大先輩としてしみん基金 KOBEもある。大きな絵を一緒に描いていきた
い。ボラプラのボランタリー基金もあるが、やはり民間の市民から集めることもやって

いきたい。神戸市のふるさと納税があるが、向こうの方が納税優遇が高い。それと比べ

られると、向こうは９０何％で、そこは調整しようという話をしている。やりたいこと

は、市民が市民活動、まさに市民活動、NPOや非営利組織だけでなく、市民が参加し支
える市民活動をもっと広げたい。そうしないとやっている意味が低くなる。一つ大事な

ことは、先程の意見にも出ていたが、時間が短すぎて市町と一緒にやりたいというとこ

ろ。このあたりは県に聞かないと分からないが、今日〆切として市町へどれだけの事業

や額がいるかを聞いてはいるが、これはサウンドというか、仮の照会に過ぎない。神戸

市に聞くと、今の照会に答えたものをやらなくてもいいし、答えてないものをやっても

いい。これが最終回答ではないという。とりあえず６種類の事業の２億５千万円の予算

枠を決めないといけない。今はその粗々の額を決めて、市と団体が事業を提案するのは

多分春以降だと思っている。市レベルの予算を作らないといけないし、補正予算で６月

とかで、多分４月に入りあらためて募集する感じではないか。今から市としっかりと話

をするという時間はあると思う。まだ全然締め切ってはいない。ただ全体の予算の１／

３なのか１／２なのか、そのあたりは今月中のガイドラインで決まってくるだろう。声

がかからなければ、こちらから押しかけて行ってもいいかと思う。１年あたりが１億２

千～３千万円だと、仮にその内１／３とすると４千万ぐらいがこの⑤の事業になる。⑤

は確か県自体でやってもいいはず。１／３とすると４千万×２カ年が全県の市町枠とな

り、そんなには外れないかと思う。もう一つ意見の出た、どうでもいい部分でなく本当

の部分にという話では、１２月に大阪でした会合で関学の上野先生がもの凄くいいこと

を仰っていた。それは政策提言の事業は駄目なのかというもの。既存の行政の予算の使

い方や決算をしっかりやっているかというところを見直して、本当の部分を行政は出さ
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ないというところを、こんなのは民間でできるというのを、民間主導の事業仕分けをす

る。そういうことはできないのかという意見が出た。この今のガイドラインの案、この

事業のイメージは、恐らくもう少し具体的なサービス提供がイメージされていると思う。

ガイドライン本文の２頁の４にある支援事業の趣旨というところを読むと、まさにサー

ビス提供的な事業が主に念頭に置かれていることが伺える。ただ政策提言的なものや仕

組みそのものの変革は駄目だとは書いていない。それは各県ごとの運営委員会で、認め

ることにしようという声が強ければ不可能ではないと思っている。そういうのは大事だ

と思う。６－７－４の管理費の話については、出た質問の主旨が分からないところもあ

るが、自分の所の管理費にまわってしまい、NPOにまわらないのではないかというリス
クがあるという話。これは自分の所の管理費にまわすための管理費になる。委託の今ま

での反省点として、委託なのに領収書を全部出しなさい、全部実費のものしか認めませ

んと言う。企業に対してはそんな委託はしていない。管理費や間接費を２割３割とって

いる。何で NPOだけ領収書１円まで出せと言うのか。それこそ安く使う古い公共ではな
いか。そういう問題意識ないし怒りがあって、受託した側が目に見えないコストがうま

く流れるようにということで、そういう意味で別に NPOに出て行かないから駄目という
話ではないのかなと思う。あと２年という期間についての質問では、今の制度では２年

のみである。３年４年、１０年と続けないといけない支援はこれではできないというこ

と。２年間で足腰を強くするとか、基盤のシステムを作るということが想定されている。

それではいけないというのは、もちろん意見として出してもいいと思う。 
◇ 一通り意見が出た。もう少し時間があるので意見を言ってもらいたい。なお、本日言

い足らない部分については、ひょうごボランタリープラザを介して地域協働課の方に届

けることもできる。 
■ 今日は県の方が来ていないので、プラザも微妙な立場である。大体今日出た枠とか額

は似たり寄ったりでないかと想定している。予算のいわゆる大きな予算の枠をとるため

の色んな査定をやっており、２月の県議会にでるわけである。具体的な事業展開につい

ては、本日皆さんからいただいた意見などを県のまずは窓口である地域協働課に届ける。

内閣府も全国から直接意見をとっているので、１月下旬の第２回運営会議にかかってく

ると思われる。その上でガイドラインが固まるか、もしくはガイドラインが全く変わっ

てくるかもしれない。そういう進捗状況にある中で、ひょうごボランタリー基金の約９

千万円はボランティアグループの３千団体ぐらいに、各２万８千～９千円ほど配ってい

る。それは県の今までの基金として別枠で行い、今回国から下りてくるお金を NPO支援
や今の国が示す事業展開にあてる。市町にもばらつきがある中で、どれぐらいの額がい

くかは、現時点では最終確定ではなくどれぐらいの額の希望があるかを漠然と掴む。今

年度中に県会の新年度予算が決まり、兵庫県の運営員会のメンバー構成については新年

度に入ってからになるだろう。具体的に事業が始まるのは８月か９月頃になるのではな

いか。今日出た意見やプラザとして全体を掴んだ意見、ひょうごボランタリー基金との
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整合性も踏まえて考える。国からのお金を来年振り替えはしない。新しい事業メニュー

を作ったり、量・質ともに上げられるような事業展開をしたりしていきたい。そんな風

に考えている。今日もシステムづくりやネットワークなどの意見が出た。今後の１０年

を見据えて、この２年間で色んな体制基盤作りをしようという意見も多い。ボランタリ

ー基金でやっている個別の事業支援は、少し薄らでくるのではないかと思う。少し金額

を上げた額で、広がりのある事業を行いたい。もう少し待てば、県の考え方も出てくる

と思う。こういう場で話せる機会を設けられるよう県にも伝えたいと思う。また市町も

協働する NPOや団体を探していると思う。迷っている市町もあるので、もう少し積極的
にいかれたらどうかと思う。 

◇ 今回、去年の総括会議に出てなければ本日の情報を得ることはできなかったと思う。

HPに行かないと情報が取れないというのはなかなか大変で、何かあった時に一斉に情報
発信できるようなメール配信システムとか、そういうことの整備を今回のチャンスにや

ると、今後また今日のようなことが起こってきた時も有効に活用できると思う。行くか

行かないかは個別の判断であるが、情報自体はなかなか流れないので何とかしてほしい。

各 NPO は本当に忙しくしているので、そのあたりの基盤整備があればいい。先程 NPO
サミットをしてはというのはその一つの例である。 
◇ 県からボランタリープラザに一旦全額のお金が行き、そこから再委託というような形

で各 NPOという流れになるのか。 
■ そうではない。県からそれぞれに委託する。ボラプラも一緒にコラボする可能性もあ

る。 
◆ 支援事業内容の⑥の社会イノベーション推進事業であるが、これは別枠的な扱いで１．

５億円準備されているわけであるが、この事業についても県が執り行う場合はここがそ

の議論の場となるのか。 
◇ 国としてはっきりとしたシナリオが出来ている可能性もあるが、一方で紙も出ており

募集している。兵庫県としてはどうするのだろうか。ホームページにもこういった資料

が若干載っている。 
◆ 地域協働課の方にもお願いしたいところだが、市町へも丁寧に説明をしてもらいたい

と思う。スケジュール等について担当部署も混乱しているのではないか。大体の見込み

についても早め早めに伝えてほしい。 
■ 市町レベルで状況が異なってくるので、丁寧な説明が必要だと思う。 
◇ 今日の本当の主役は県、地域協働課である。他府県では県が主催するこのような意見

交換会、または県単位でのパブリックコメント、事業提案を受け付けるなどが HP でも
色々載っている。やはり県とこういう場をもたなければならない。 
◆ 今日の意見は議事録として地域協働課に届け、いつかは一緒に議論できるこのような

会を設けてもらいたいと思う。 
 


